











































期的な判決を行った｡ 詳しい内容は本文に譲るが､ 同判決は､ 所得税法９
条１項号の解釈を通じて､ 所得税と相続税の関係を明確にした判決といっ
てよいであろう｡ 本稿は､ 同号の解釈を中心に､ 所得税と相続税の関係に
ついて検討するものである｡
まず第１章では､ 所得税の課税対象である ｢所得｣ の意義をみる｡
次に第２章では､ 相続税の課税方式をみることにより相続税の性格を検
討し､ 所得税法９条１項号の趣旨が ｢二重課税｣ の防止にあることを明

































 金子宏 『租税法』 (弘文堂､ 第版､ ) 頁｡
 金子宏 ｢租税法における所得概念の構成｣ 同 『所得課税の研究』 (有斐閣､ ) ３頁｡
 金子・前掲注３～４頁｡
 金子・前掲注３頁｡
 金子・前掲注４頁､ 金子・前掲注頁｡ もっとも､ 金子宏教授によると､ 消費税や財産税が存在意義
をもたないことを意味するのではないとした上で､ 消費や財産も､ 所得より劣るにせよ､ 何らかの程度にお
いて人々の担税力の標識としての意味をもつ以上､ それらが所得税を補充するものとして､ それと併用され
るべきことは当然であるとしている (金子・前掲注４頁)｡
 平成	年度の租税収入の決算額は､ 所得税約	兆８千億円､ 消費税約９兆８千億円であるのに対して､ 平






なってきているといえる｡ しかし､ 二点目の ｢担税力に応じた課税の要請
















得概念が挙げられる｡ 消費型所得概念とは､ 各人の収入のうち､ 効用ない
し満足の源泉である財貨や人的役務の購入に充てられる部分のみを所得と
観念し､ 蓄積に向けられる部分を所得の範囲から除外する考え方であ












































ば､ 経済活動からの収入のみを所得と観念する見解 (生産力説)()､ 利
得の規則的反復性ないし回帰性のモメントを所得のメルクマールとする
見解()､ 所得を ｢継続的収入源泉からの通常の規則的結果｣ とする見
解 (継続的源泉説)() がある｡ これらの見解に共通することは､ 一時
















































































は､ 課税の対象とされるものと解すべき｣ であるとしており､ 所得税法
が所得について純資産増加説 (包括的所得概念) の立場に立っているこ
とを指摘している｡
ウ もっとも､ 現行所得税法は､ 人の担税力を増加させる経済的利得を広
く所得と捉えながらも､ 一定のものについては課税の対象外としている｡
まず､ 各種所得の金額が ｢収入金額｣ (または総収入金額に算入され
る金額) をベースに計算されることから､ 経済的利得であっても ｢収入｣
するものでないもの､ すなわち､ 外部から流入する経済的利得でないも
のは､ 原則として所得税の課税の対象とならない (所得税法	条１項参









明確になりやすく､ 租税法律主義 (課税要件明確主義) の観点からは疑問が残るとの指摘もされている｡ こ
の点に関して､ 近年ドイツでは ｢営利目的をもった活動を通じて､ 市場において獲得した経済的利得｣ が所
得だとする ｢市場所得説｣ が台頭しているといわれている (三木義一編著 『よくわかる税法入門』 (有斐閣､
第５版､ ) 頁 [奥谷健])｡
 金子・前掲注頁｡
また､ 所得税法９条１項で非課税所得とされるものもある｡ 本稿で検
討する同項号の ｢相続……により取得するもの｣ も､ その１つである｡
他に､ 同法条､ 条も非課税所得を定めている｡














りはない｡ しかし､ 所得の意義を考える上で､ このいずれに当たるのかを
検討しておくことにも意味があるように思われる｡ そこで､ 大分地判平成
年７月６日先物取引判例集号頁 (以下､ ｢本判決｣ という｡) を題材
に､ この点について考察することにする｡
２ 事案の概要
Ｘ (原告) は､ 訴外会社と先物取引契約の委託契約を締結し､ 商品先物
取引を繰り返した結果､ 同取引によって約万円の損失を被った｡ Ｘは､









たが (Ｘは､ それに伴って附帯控訴した｡)､ 控訴審において､ 訴外会社ら
がＸに対し万円 (以下､ ｢本件和解金｣ という｡) を支払うとする訴訟
上の和解が成立し､ 同訴訟は終了した｡
Ｘは､ 上記和解が成立し本件和解金の支払を受けた平成年分の所得税








































(マイナスをゼロまで戻す部分) は､ 所得ではないといえそうである (金
子教授の上記引用部分にも､ 同旨のものと思われる指摘がある)｡
















 奥谷健 ｢判批｣ 税務事例	巻１号１頁 (	)｡
この点に関して本判決は､ 所得税法９条ないし条が多項目にわたって
詳細に非課税所得を列挙していることを指摘し､ このことなどを理由とし
て ｢同法は､ 統一的､ 画一的な税務処理等の観点から､ 各人に発生した経









(ただし､ その必要経費にかかる所得の金額を限度とする)｡ しかし､ 本件
の損失は､ 生活用資産である金銭に就いて生じたものであるため､ これら













 付言すると､ この場合には雑損控除の適用もない (所得税法条)｡ 雑損控除に規定する ｢災害｣ とは､ 震
災等のほか (同法２条１項号)､ ｢人為による異常な災害｣ も含むが (所得税法施行令９条)､ 裁決昭和年




















課される租税である()｡ 相続税を検討する上では､ まず､ 相続制度が
なぜ認められるのかを検討しなければならない()｡
 相続権の保障の根拠については諸説あるが､ 有力なのは､ 相続の社会
的機能に着目した中川説であるといわれている()｡ それによると､ 相







 三木義一 ｢相続税の基本原理の法的再検討｣ 租税法研究
号１頁 (２～４頁) ()｡




















 これに対して､ 三木義一教授は､ ｢現代社会における相続権の根拠は





とになるだろうし､ その贈与をも規制すると､ 今度は､ 第三者の介在し
た売買の形式を通じて実質的な贈与を行うことになるとしている()｡






 遠藤浩ほか共編 『民法相続』 (有斐閣､ 第４版増補補訂版､ 	
) ～頁 [稲本洋之助]｡
	 この点については､ 伊藤昌司 『相続法の基礎的諸問題』 (有斐閣､ ) 頁を参照｡
















みておくことは､ 相続税の課税根拠､ すなわち､ 相続税が何に対する課税
であるのかという問題に関係するほか､ 所得税法９条１項号の趣旨を検
討する上でも必要となるからである｡



































































いるとは限らないことが､ どうして 『当然』 社会に返還されるべきことに






次に､ に関して三木教授は､ ｢生前の租税回避､ 脱税､ 低負担等の清
算とする説明は租税国家における根拠としてはあまりにも乱暴かつ自虐的

















合理的とはいえないと考える｡ 三木教授は､ ｢市場を整備し､ 市場を通じ
ての経済的利得の一部を 『租税』 として提供させ､ 国民の所有権を保障し
ている租税国家における 『租税』 には､ 財産元本に対する侵害であっては
ならないという本質的制約があり､ この点で没収と区別しうる｣ とした上



























｢相続による財産の取得も､ 外 (そと) からの経済的価値の流入・帰属
という点では､ 広義の所得の一つの類型である｡ しかし､ 若しこれを所得
税の対象とすると､ 現行所得税下では､ 一時所得として２分の１のみが課
税の対象となるから､ 税負担は著しく軽減される｡ また､ 仮りに一時所得
もその全額が課税されるとしても､ 巨大な相続財産が他の所得並みの税負
















 金子宏 ｢相続制度の構造的改革｣ 税研	号頁 (		)｡
り取得したものとみなされるものを含む｡)｣､ すなわち､ 相続等によって
得た所得 (経済的利得) を非課税所得と定めている｡
１ 所得税法９条１項16号の趣旨： ｢二重課税｣ の防止
所得税法９条１項号は､ 一般的には所得税と相続税の二重課税を防止
する規定と説明される()｡



















 水野・前掲注頁､ 植松守雄 『注解所得税法』 (大蔵財務協会､ 四訂版､ 	) 
頁｡
 金子宏ほか共編 『法律学小事典』 (有斐閣､ 第４版､ 	) 頁｡ もっとも､ 二重課税という用語は､ 論者
によって異なる意味で用いられているように思える (この点を指摘する者として､ 木村弘之亮 ｢二重課税の
概念｣ 法律学研究	巻２号１頁 () 参照)｡ 第３章で検討する長崎年金事件についても､ 多くの学者や専
門家は ｢二重課税｣ の問題として取り上げているが､ そもそも何が ｢二重課税｣ であるかについては､ あま




















は納税者 (国民) の理解を得られないから､ 政策的・恩恵的に所得税を
非課税とすることにある､ と理解しているようである｡









 酒井克彦 ｢判批｣ 税務事例	巻８号頁 (












 同旨､ 末崎衛・水野信二郎 ｢判批｣ 沖縄法学論叢４集
頁 (










税｣ といわれることがある｡ このような課税は､ 所得税法９条１項号が
防止しようとする ｢二重課税｣ とは異なる (本稿の用いる意味での ｢二重


























た()｡ この場合､ 譲渡人 (贈与者､ 被相続人) には､ 譲渡された資産の






う点で､ 納税者の理解を得がたい税制であると評価された (例えば､ 親か
ら子への居住用財産の移転について､ 親にみなし譲渡所得課税､ 子に相続
税が課されるのは､ 一般常識からすれば受け容れ難いといえるだろう)｡





い資産の譲渡の場合については､ 譲渡人 (被相続人等) に対する譲渡所得
課税は収入金額がないことを理由に行わず (所得税法条３項､ 条１項
参照)､ その代わり､ 当該資産に係る譲渡人の取得価額 (と所有期間) を
譲受人 (相続人等) が引き継ぐ方式が採られている (同法条１項)｡ こ
所得税と相続税の関係について

 シャウプ報告書は ｢資産所得に対する課税を無制限に延期すれば､ 納税者は本来ならば課せられるべき税
負担の相当部分を免れることができるから､ 無制限延期はこれを防止する必要がある｣ と述べていた (全国
青色申告会総連合 『シャウプ使節団日本税制報告書』 (	) 
頁)｡
 昭和	年の税制改正では､ シャウプ勧告の趣旨をほぼそのまま取り入れ､ 相続・贈与についても被相続人・
贈与者に対して譲渡所得課税が行われた｡ しかし､ 昭和	年の改正で､ 後述する相続人等の取得価額の引継
を行うことを条件に､ 相続および相続人に対する遺贈による財産の移転については､ みなし譲渡所得課税を
行わないこととなった｡ その後､ この取得価額の引継制度は包括遺贈および相続人に対する死因贈与にも拡
張され､ 昭和年の改正では､ 個人に対する遺贈､ 贈与､ 低額譲渡についても､ 贈与等をした者が税務署長
に対し ｢みなし譲渡課税｣ を受けない旨の書面を提出することにより､ 受贈者等が取得価額の引継を行うこ
とを条件にみなし譲渡所得課税を受けない途が開かれた｡ さらに､ 昭和年の改正では､ その書面の提出も
不要となり､ 現行の所得税法条､ 条の骨格がほぼできあがった (植松・前掲注～
頁)｡
れは､ 譲渡人 (被相続人等) の所有期間中に生じた当該資産の増加益に対
する課税を､ その後譲受人 (相続人等) が第三者に当該資産を譲渡した時
まで繰り延べる趣旨の制度である｡
３ 所得税法60条１項の適用場面 (二重課税か)
一例として､ 被相続人が所有していた土地 (取得価額万円) につい




方､ 相続人には当該土地の ｢時価｣ (相続税法条) が万円であると




この場合､ 一見すると､ 相続人に対する ｢二重課税｣ が生じているよう











 相続税法条の ｢時価｣ は､ 客観的な交換価値 (不特定多数の独立当事者間の自由な取引において通常成
立すると認められる価額) と解されるが､ ｢財産の客観的交換価格は必ずしも一義的に確定されるものではな
く､ 納税者間の公平､ 納税者の便宜､ 徴税費用の節減という見地から､ あらかじめ定められた評価方式によ
り､ これを画一的に評価する方が合理的である｣ との理由により､ 財産評価基本通達が定められ､ 課税実務
上はこの通達にしたがって ｢時価｣ の評価がされている｡ そして､ ｢財産評価通達が形式的にすべての納税者
に適用されることによって､ 租税負担の実質的な公平をも実現することができるのであるから｣､ 相続税法














Ａは､ Ｂ生命保険会社 (以下､ ｢Ｂ生命｣ という｡) との間で､ Ａを契約
者および被保険者､ 原告 (以下､ ｢Ｘ｣ という｡) を受取人とする年金払生








Ａは､ 平成年	月日に死亡し､ ＸはＡの死亡により､ 本件保険契約
に基づいて､ 死亡保険金			万円を受け取る権利と､ 年金払生活保障特約
年金 (以下､ ｢年金｣ という｡) として､ 平成年	月日から平成年ま
で､ 毎年	月日に	万円ずつ受け取る権利 (以下､ ｢本件年金受給権｣
という｡) を取得した｡



























８号)｡ 生命保険契約は､ 主に自己のためにする生命保険契約 (自己を保
険契約者､ 被保険者､ 保険金受取人)(	) と第三者のためにする生命保険
契約 (自己を契約者および被保険者､ 保険金受取人を第三者) に分けるこ
とができる｡ 本事件では､ Ａが契約者および被保険者､ 生命保険金の受取
所得税と相続税の関係について

 保険契約者とは､ 保険契約の当事者のうち､ 保険料を支払う義務を負う者をいい (保険法２条３号)､ 生命
保険契約にいう被保険者とは､ その者の生存又は死亡に関し保険者が保険給付を行うこととなる者をいう





では､ 保険事故が発生した場合 (保険契約者が死亡した場合) の法的な取
扱いが異なる｡ 前者の場合には､ 保険事故の発生により生じる生命保険契





























































管審 (所) ２､ 管審 (資) ９ ｢家族収入保険の保険金に対する課税につい
て｣｡ 以下､ ｢昭和年通達｣ という) の説明を挙げることができる｡
｢相続税法第３条第１項第１号の規定により相続財産とみなされる生命
















基本債権 (定期金の債権) とは､ 年金債権のように､ 一定の金銭その他
の代替物を定期に給付させることを目的とする債権である()｡ 終身もし























税法上､ 長崎年金事件のような生命保険金､ すなわち､ 第三者のために
する生命保険契約では､ その生命保険契約に関する権利 (年金受給権) は
みなし相続財産に該当し､ 相続税の課税対象になり､ 所得税は非課税とな
る (所得税法９条１項号)｡ その一方､ 年金受給権に基づいて取得した























改正前のもの､ 以下､ ｢旧相続税法｣ という｡) ３条１項１号のみなし相続








｢保険金｣ は､ 年金受給権 (基本権と支分権) と支分権に基づいて支払わ
れる年金のすべてを包含したものと解すべきであり､ 基本権である年金受
給権のみを指すものではないと主張した｡ Ｘは､ 旧相続税法３条１項１号
の ｢保険金｣ を ｢受給権｣ と解釈した場合､ その財産的価値は､ 受給権と
いう債権が将来現金化することにほかならず､ 債権が現金化することは権
利の性質が変わるだけであり､ 所得税法の規定を適用するまでもなく､ 本

























にいう ｢保険金｣ には該当せず､ また､ 基本債権たる本件年金受給権に基




















が相続税法３条１項１号の ｢保険金｣ に当たり､ その価額は同法条１項



























































は､ 所得税を課さない｡』 と規定し､ その号において 『相続､ 遺贈又は
個人からの贈与により取得するもの (相続税法の規定により相続､ 遺贈又
は個人からの贈与により取得したものとみなされるものを含む｡)』 を掲げ





















































産は､ 保険金請求権という権利ということになる｡｣ と述べた上で､ 保
険金請求権に当たる年金受給権が相続税法３条１項１号の ｢保険金｣ に
当たる一方､ 本件年金は､ 年金受給権とは異なる権利に基づいて取得し
たものであるから､ 相続税法３条１項１号にいう ｢保険金｣ には該当し
ないとした｡
ここで注目すべきところは､ 相続税法３条１項１号にいう ｢保険金｣
を ｢年金受給権｣ という ｢財産｣ と解したことであろう()｡
高裁判決は､ 被相続人の死亡により相続人が取得したものは､ 年金そ
のものではなく年金受給権という ｢財産｣ であり､ 本件年金は､ ｢本件
年金受給権 (すなわち保険金請求権)｣ とは異なる権利に基づいて取得
したものであるから､ 相続税法３条１項１号にいう ｢保険金｣ に当たら






｢相続等により移転する財産｣ としている()｡ このように考えれば､ 被
相続人が死亡し､ 相続人が取得するものは ｢年金受給権｣ という財産の
みであるから､ ｢本件年金｣ は相続税法３条１項１号の ｢保険金｣ に当
たらず､ 所得税法９条１項号の適用はないとして､ 高裁判決と同じ結
論が導かれることになる｡
















たしかに､ 被相続人が死亡し相続人が ｢取得｣ するものは年金受給権
であり､ 基本債権である年金受給権と支分債権である年金債権とでは法
律関係を異にしている｡ しかし､ 本事件で争われた生命保険は､ 確定し
た年金払いのものである｡ この場合の基本債権は､ 結局のところ支分債
権を集めたものとみることができよう｡ 地裁判決が本件年金を受給する
権利 (支分権) の行使によって ｢基本的な権利である本件年金受給権が
徐々に消滅していく関係にある｣ と述べているのも､ この点を指摘する














したがって､ 相続税法３条１項１号にいう ｢保険金｣ にあたり､ 所得
税法９条１項号の ｢相続､ 遺贈又は個人からの贈与により取得したも
のとみなされるもの｣ に該当するものは､ 年金受給権のみではなく､ そ
の年金受給権の行使によって取得した個々の年金 (本件年金) も､ 年金
所得税と相続税の関係について

 三木義一・大垣尚司 ｢判批｣ 立命館法学	号














と解される｡｣ とし､ その所得とは､ ｢当該財産の取得の時における価額
に相当する経済的価値にほかならず､ これは相続税又は贈与税の課税対




本判決は､ 所得税法９条１項号の ｢相続､ 遺贈又は個人からの贈与
により取得するもの (又は取得したものとみなされるもの)｣ とは､ 相
続等により取得した ｢経済的価値｣ としたことに大きな意義がある｡
しかし一方で､ 本判決については､ 現行の所得税法条､ 条との整
合性がとれないのではないかという指摘もされている()｡
イ 第２章第３節３で示した例で､ この指摘を具体的に示すと､ 次のとお
りになる｡
すなわち､ 相続時時価１億円､ 相続税評価額万円､ 取得費万
















ウ しかし､ これも既に第２章第３節３で述べたとおりであるが､ 譲渡所
得課税は譲渡した資産について譲渡人 (相続の場合は被相続人) の所有
期間中に生じた増加益を対象とするものであり､ 譲受人 (相続人) が当
該資産を取得したという経済的利得に対する課税とは､ 課税の対象が異
















































 同答申 (大蔵省印刷局､ ) 頁 (第３・３)｡
 小林氏に関していえば､ 本件の生命保険に対する課税は､ 夫の生前において行われるか又は夫の死亡後に
おいて行われるかに過ぎないとしているし､ 昭和年答申は､ 本件のような年金払の保険金に関しては､ 被
相続人の所得の課税の繰延べ制度である所得税法条の話を引き合いに出していることから､ 年金受給権に
関しては､ 被相続人 (夫) の死亡時段階までに未実現の所得が発生していると考えていることが窺える｡
疑問が残る｡
なぜなら､ 生命保険契約において受取人 (本件ではＸ) が保険料負担
者 (本件ではＡ) と異なる者と指定されている以上､ 当該生命保険契約
に基づく年金受給権はその指定された受取人 (Ｘ) 固有の権利であって
(前掲最判平成年月５日参照)()､ 保険料負担者 () にいったん帰
属した上で受取人 (Ｘ) に移転する権利であるとは考えられず､ 保険
料負担者 (Ａ) にはそもそも所得が生じていないというべきだからであ
る()｡ 小林氏と昭和年答申の見解は､ このような年金受給権に関し
て､ 保険料負担者 (Ａ) に未実現の所得が発生していると考えている点
で､ 誤りというべきであろう｡




所得税法施行令条１項は､ ｢生命保険契約等に基づく年金 (略) の
支払を受ける居住者のその支払を受ける年分の当該金額に係る雑所得の











担した保険料の総額 ｢も｣ 含まれるとの文言からみても､ その年金の支
所得税と相続税の関係について
	
 なお､ 保険法条は､ 保険金受取人が生命保険契約の当事者以外の者であるときは､ その保険金受取人は､
当然にその生命保険契約の利益を享受すると定めている｡






所得税法条１項は､ 課税の繰延べを行う場合について､ 贈与､ 相続
(限定承認に係るものを除く｡) 又は遺贈 (包括遺贈のうち限定承認に係












































の取得の時における時価 (現在価値) となり､ この金
額 (経済的価値) については相続税が課税される一方 (相続税法３条１項
１号)､ 所得税法９条１項号の ｢相続､ 遺贈又は個人からの贈与により
取得するもの｣ に該当し非課税所得となる｡ しかし､ 年金総額万円と















例えば､ 企業会計の退職給付会計では､ ｢退職給付債務とは､ 一定の期
間にわたり労働を提供したこと等の事由に基づいて､ 退職以後に従業員に
支給される給付 (以下 ｢退職給付｣ という｡) のうち認識時点までに発生
していると認められるものをいい､ 割引計算により測定される｡｣ とし
(退職給付基準一１)､ 退職給付債務の計算に関しては､ ｢退職給付債務は､
退職時に見込まれる退職給付の総額 (以下 ｢退職給付見込額｣ という｡)
のうち､ 期末までに発生していると認められる額を一定の割引率及び予想
される退職時から現在までの期間 (以下 ｢残存勤務期間｣ という｡) に基
づき割り引いて計算する｡｣ としている (退職給付基準二２)｡ 退職給付会
計では､ 将来の債務を現在時点で発生している債務に引き直すこととして























価され (万円)､ その金額が相続税の課税対象とされる (所得税は､
所得税法９条１項	号により非課税)｡
一方､ 相続人は､ 相続財産 (年金受給権) を取得した後､ 新たに経済的


























































 藤曲・前掲注	～	頁､ 佐藤英明 ｢判批｣ 金融法務事情$号頁 [頁] ($$)｡
年月 ｢相続税制改正に関する税制特別調査会答申｣ (第２章第１節２)
では､ ｢相続の開始により被相続人から相続人に対して財産が移転する際






続税の課税対象とはなりません｡｣ と述べているように､ 課税当局は､ 相
続税の性質を財産税と解しているような傾向が見受けられる｡
しかし､ 本文でも述べたとおり (第２章第１節参照)､ わが国の相続税
法は､ 遺産取得税方式を基本としており､ 遺産取得税方式の下における相
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